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・ 北海道教育委員会では、中長期的な展望に立って教育施策を総合的かつ計画的に推進するため、1976

(昭和51)年から四次にわたって長期的な教育計画を策定してきました。

このたび策定した北海道教育推進計画は、2008(平成20)年に策定した第四次北海道教育長期総合計画

(平成25年改定)で示した「自立」と「共生」の理念を継承しつつ、本道における教育課題の解決と地域

創生の実現に向けて、2018(平成30)年度以降の北海道が目指す教育の全体像をお示しするものです。

・ この計画は、本道の教育、学術、文化等について、北海道総合計画を基本に施策の目標（理念）や根

本となる方針を定めた「北海道総合教育大綱」を踏まえるとともに、国の教育振興基本計画を参酌して

策定したものです。

・ 計画期間は、2018(平成30)年度～2022(平成34)年度の５年間としています。

現状・課題を踏まえ本道が目指す教育の基本理念と目標

目標達成に向けた具体的な取組

・ 目標の達成に向けて、個別・具体的な『３０の施策項目』を推進していきます。

・ また、急激な社会の変化や、全国を上回る速度で進行する人口減少など、喫緊に取り組むべきものを

計画の『重点』と位置付け、知事部局と連携しながら着実に取り組みます。

社会状況の変化

● 少子高齢化の進展と札幌への人口集中など地
方における人口減少

● 外国人観光客・在留外国人の増加や道産食品
の輸出拡大など本道社会経済のグローバル化

● ＩｏＴやＡＩ等の技術革新による高度情報化
の進展

● 子どもの貧困など社会経済的な課題

● 学習指導要領の改訂・高大接続改革

子どもたちの現状

● 全国調査の結果、依然として学力や体力の状
況が全国平均を下回っている

● 家庭学習の時間が少なく、テレビゲーム等を
する時間が長い状態が続いている

● いじめの認知件数や、不登校児童生徒数に増
加傾向が見られる

● 教職員が子どもと向き合う時間を確保できる
よう、学校における働き方改革に向けた取組
が求められている

目指すべき『６つの目標』を設定

● 目標１ 社会で活きる力の育成 ● 目標４ 学びを支える家庭・地域との連携・協働の推進
● 目標２ 豊かな人間性の育成 ● 目標５ 学びをつなぐ学校づくりの実現
● 目標３ 健やかな体の育成 ● 目標６ 学びを活かす地域社会の実現

重点１ ふるさとを想い、グローバルな視野で共に生きる力の育成

重点２ 学校・家庭・地域・行政の連携による、人口減少に対応するための教育環境の形成

自然豊かな北の大地で、世界を見つめ、
自立の精神にあふれ、自らの夢に挑戦し、実現していく人を育む自 立

ふるさとへの誇りと愛着を持ち、
これからの社会に貢献し、共に支え合う人を育む

共 生

基 本 理 念

基本理念の実現に向けて

現状と課題を踏まえ、将来を担う子どもたちが夢と希望にあふれ、
健やかに成長できるよう、北海道が目指す教育の基本理念を設定

教育計画の策定について
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計画の推進

広報・広聴活動の充実

ホームページや各種広報誌等を活用して、教育施策の効果や課題等について説明責任を果たすとともに、

インターネット教育モニターやパブリック・コメントによる道民の意見聴取等を通じて、様々な意見や要

望を的確に把握し、教育政策に反映するなど、住民の視点に立った教育行政を推進します。

上記資料は、北海道教育委員会のホームページに掲載しています。(http://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ksk/index.htm)

教育計画の普及啓発

計画で示した施策について、道民の理解と協力を得るとともに、計画の実現に向けて、学校・家庭・地

域・市町村・教育機関等へ様々な機会を通じて普及啓発を図ります。

計画の推進・管理

・ 施策間の連動を図りながら目標達成を目指します。

・ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、毎年、教育委員会の事務の管理及び執行状況に

ついて、点検・評価を実施し、その結果を広く道民に公表します。また、ＰＤＣＡサイクルの考え方に

基づき、次年度以降の新たな取組に反映させます。

関係機関との連携・協力の推進

・ 関係部局との連携を図りながら、必要な財政上の措置が講じられるよう、国へ働きかけていきます。

・ 市町村と相互に連携して教育政策の推進に努めます。また、教員養成系大学等の高等教育機関、産業

界、ＰＴＡやＮＰＯなど教育に関わる様々な機関や団体等と連携、協力を推進します。

・ 総合教育会議における協議・調整など、知事部局と連携を図りながら、総合的な教育施策の推進に努

めます。また、道が策定する各分野の特定分野別計画との整合性を図りながら施策の推進に努めます。

・ 本道教育の一翼を担う私立学校の教育活動が一層促進されるよう、関係機関や団体との連携を図り、

私学教員の資質向上や教育活動の充実に向けた取組を支援します。

実績の把握

● 施策の取組状況、指標の進捗状況

● 市町村教委等への指導・助言等、

教育委員会の活動状況
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「広報誌（教育ほっかいどう家庭版 ほっとネット）」 「ほっかいどうの教育」 「北海道の教育施策」

外部有識者からの意見（北海道教育推進会議）
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『６つの目標』と『３０の施策項目』の体系

６ つ の 目 標 3 0 の 施 策 項 目

目標１ 社会で活きる力の育成

目標２ 豊かな人間性の育成

1-1 義務教育における確かな学力の育成

1-2 これからの時代に求められる資質・能力の育成（高校）

２ 特別支援教育の充実

３ 国際理解教育の充実

４ 理数教育の充実

５ 情報教育の充実

６ キャリア教育の充実

７ 産業教育の充実

８ 道徳教育の充実

９ ふるさと教育の充実

10 読書活動の推進

11 体験活動の推進

12 コミュニケーション能力の育成

13 いじめの防止や不登校児童生徒への支援の取組の充実

14 体力・運動能力の向上

15 食育の推進

16 健康教育の充実

17 家庭教育支援の充実

18 幼児教育の充実

19 学校と地域の連携・協働の推進

20 学びのセーフティネットの構築

21 学校段階間の連携・接続の推進

22 本道の地域特性等を踏まえた特色ある高校づくり

23 学校施設・設備の充実

24 教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

25 学校運営の改善

26 学校安全教育の充実

27 生涯学習の振興

28 社会教育の振興

29 芸術文化活動の推進

30 文化財の保存及び活用の推進

※「北海道教育推進計画」の全文は、北海道教育委員会のホームページを御覧ください。

(http：//www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ksk/kyouikusuishinkeikaku30.htm)

目標３ 健やかな体の育成

目標４ 学びを支える家庭・地域
との連携・協働の推進

目標５ 学びをつなぐ

学校づくりの実現

目標６ 学びを活かす

地域社会の実現
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主体的・対話的で深い学びを実践し、⼦どもたちに未来を拓くために必要な資質・能⼒を⾝に付けさせるとと
もに、グローバル化、科学技術の進展、⾼度情報化社会など社会の変化に対応する教育を推進します。また、キ
ャリア教育や特別⽀援教育を推進し、社会的・職業的に⾃⽴するための⼒を育みます。

施策項目１－１ 義務教育における確かな学力の育成

施策の方向性 施策の展開

知識の理解の質を高め、確かな学力を育むために、各学校において、 ●｢主体的･対話的で深い学び｣の実現に向けた授業改善
「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善を推進すると ●学力向上に向けた検証改善サイクルの確立
ともに、各種の調査結果を踏まえた継続的な検証改善サイクルなどカ
リキュラム・マネジメントの確立を促進します。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

全国学力・学習状況調査において、「児童（生徒）の姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に
小 41.8％基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルを確立していますか」
中 39.7％

100％
という質問に対して、「よくしている」と回答した学校の割合

全国学力・学習状況調査において、「授業の中で目標（めあて・ねらい）が示されていたと思いますか」 小 52.6％
100％という質問に対して、「当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合 中 46.7％

全国学力・学習状況調査において、「授業の最後に学習内容を振り返る活動をよく行っていたと思いま 小 36.6％
100％すか」という質問に対して、「当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合 中 20.7％

全国学力・学習状況調査において、「学級やグループの中で自分たちで課題を立てて、その解決に向け
小 27.3％て情報を集め、話し合いながら整理して、発表するなどの学習活動に取り組んでいたと思いますか」と
中 23.1％

100％
いう質問に対して、「当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

小国 75.2％全国学力・学習状況調査において、「今回の国語、算数・数学の問題について、どのように解答しまし
小算 66.7％たか（最後まで解答を書こうと努力しましたか）」という質問に対して、「全ての書く問題で最後まで解
中国 69.5％

100％
答を書こうと努力した」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

中数 51.0％

全国学力・学習状況調査において、｢学校の授業以外に、普段（月曜日から金曜日）、１日当たりどれぐ
小 57.1％らいの時間、勉強をしますか｣という質問に対して、「１時間以上勉強する」と回答した小学校６年生、
中 64.2％

100％
中学校３年生の割合

全国学力・学習状況調査における小・中学校の国語Ａ・Ｂ、算数・数学Ａ・Ｂの平均正答率の整数値で
２教科

全教科
の比較において、全国以上の教科数 （８教科）

施策項目１－２ これからの時代に求められる資質・能力の育成（高校）

施策の方向性 施策の展開

これからの時代に求められる資質･能力を身に付け､生涯にわたって能動的に ●社会との連携・協働による教育課程の実現
学び続けることができるようにするため､教科等横断的な視点からの教育課程 ●｢主体的･対話的で深い学び｣を実現する授業改善の推進
の編成･実施や､｢主体的･対話的で深い学び｣の実現に向けた取組を推進します｡ ●高大接続改革への対応

指 標 基準値 目標値(H34)

北海道高等学校学習状況等調査において、「家庭学習を一度もしない週があったか」という質問に対し (H28)
て、「あった」と回答した生徒の割合（高等学校１年生） 63.4％ 0％

北海道高等学校学習状況等調査において、「今年度受けた授業では、先生から示される課題や、クラス
やグループの中で自分たちで立てた課題に対して、その解決に向けて情報を集め、話し合いながら整理 (H29)
して、発表するなどの学習活動に取り組んでいたと思う」という設問について、「当てはまる」「どちら 79.1％ 100％
かといえば、当てはまる」と回答した生徒の割合（高等学校１年生）

(H29)
64.8％ 100％

北海道高等学校学力向上実践事業における学力テストにおいて、前年度の結果に基づき学校が最も課題
と考えている領域等（自校の正答率が全道正答率より10ポイント以上低いなど）の正答率が上昇した学
校の割合
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施策項目２ 特別支援教育の充実

施策の方向性 施策の展開

特別な教育的支援を必要とする児童生徒等に対して、幼児期から学校卒業後 ●切れ目のない一貫した指導や支援の充実
までの切れ目のない一貫した指導や支援が行われるよう、各学校間はもとより、 ●幼稚園､小･中学校､高等学校等における特別支援教育の充実
学校と家庭、地域、関係機関等が連携して取り組む体制の整備を進めるととも ●特別支援学校における特別支援教育の充実
に、一人一人の教育的ニーズに応じた専門性の高い教育を推進します。 ●高い専門性に基づく特別支援教育の推進

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

幼→小 100.0％
「個別の教育支援計画」を進学先等への引き継ぎに活用している学校（園）の割合 小→中 99.2％ 100％

中→高 99.5％

幼 65.3％

特別支援教育に関する研修を受講した教員の割合
小 71.6％

100％
中 49.8％
高 60.1％

小 53.0％ 小 70％
特別支援学校教諭免許状の所有率（小・中学校特別支援学級担当教員及び特別支援学校教員） 中 49.2％ 中 60％

特 88.8％ 特 100％

施策項目３ 国際理解教育の充実

施策の方向性 施策の展開

国際社会において主体的に行動できる資質・能力を育成するため、海外の ●国際理解教育の充実
子どもたちのほか、来道している留学生や海外の方々と触れ合いながら国際 ●外国語教育の充実
理解を図る機会を充実するとともに、高等学校卒業段階において英語で少な
くとも日常的なコミュニケーションができる力を育成する取組を推進します。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

中学校卒業段階で英検３級以上を取得又は英検３級以上の英語力を有すると思われる生徒の割合 26.9％ 50％

高等学校卒業段階で英検準２級以上を取得又は英検準２級以上の英語力を有すると思われる生徒の割合 35.2％ 50％

「ＣＡＮ－ＤＯリスト」の学習到達目標の達成状況を把握している中学校の割合 45.4％ 100％

施策項目４ 理数教育の充実

施策の方向性 施策の展開

理数好きな子どもの裾野の拡大や次代を担う科学技術系人材の育成 ●興味・関心を高める理科、算数・数学の指導の充実
を図るため、科学や自然に対する興味・関心を高め、科学的な資質・ ●探究の過程を重視した理数教育の充実
能力を身に付けさせるとともに、それらの知識や技能を実生活や社会
で活用できる力を育成するため、観察・実験を重視した探究的な学習
や実社会との関わりを意識した数学的活動の充実を図ります。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H27)全国学力・学習状況調査において、「理科室で観察や実験をする授業を１クラス当たりどの程度行いま
小 37.5％したか」という質問に対して、「週１回以上」と回答した学校の割合
中 52.3％

100％

全国学力・学習状況調査において、「算数（数学）の授業で学習したことを普段の生活の中で活用でき (H29)
ないか考えますか」という質問に対して、「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した 小 64.9％

100％小学校６年生、中学校３年生の割合 中 41.5％

北海道高等学校学習状況等調査において、「数学の授業で学習したことを普段の生活の中で活用できな
(H29)いか考えますか」という質問に対して、「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した生
38.0％ 100％徒の割合（高等学校１年生）

北海道高等学校学習状況等調査において、「高校入学前に比べ、科学や自然に対する興味・関心が高ま
(H29)ったか」という質問に対して、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した生徒の割合（高等
56.4％ 100％学校１年生）
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施策項目５ 情報教育の充実

施策の方向性 施策の展開

情報社会に主体的に参画する態度や、情報モラルを含む情報活用能
力をすべての子どもたちに身に付けさせるとともに、ＩＣＴを活用し
た「分かる授業づくり」の実施や遠隔授業・遠隔研修の推進に向けた
取組を支援します。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 5.2人 3.6人
（「施策項目２３」に再掲）

学校における教育の情報化の実態等に関する調査において、「授業中にＩＣＴを活用して指導する能力」
77.3％ 100％について「わりにできる」「ややできる」と回答した教員の割合

学校における教育の情報化の実態等に関する調査において、「情報モラルなどを指導する能力」につい
83.0％ 100％て「わりにできる」「ややできる」と回答した教員の割合

施策項目６ キャリア教育の充実

施策の方向性 施策の展開

一人一人の社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能 ●一人一人のキャリア発達への支援の充実
力を育てるため、小・中学校、高等学校におけるキャリア教育を推進 ●主権者教育の推進
するとともに、主体的に社会の形成に参画する意欲や態度を育成する
ため主権者教育の充実を図ります。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)全国学力・学習状況調査において、「将来の夢や目標を持っている」という設問について、「当てはまる」
小 84.8％「どちらかといえば、当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合
中 69.6％

100％

道立高等学校において、在学中に自己の在り方生き方を考え、主体的に進路を選択できる力を育成する (H28)
ため、インターンシップなどの体験的な学習活動を経験した生徒の割合 47.8％ 100％

(H28)道立高等学校において、卒業時に、進学や就職などの進路希望を設定できない生徒数
1,220人 ０人

施策項目７ 産業教育の充実

施策の方向性 施策の展開

グローバル化や産業構造の変化等に対応できる人材を育成するため、 ●グローバル化などの社会の変化や産業の動向
高等学校の職業学科における教育の目標を社会と共有するとともに、 等に対応した人材育成の推進
専門的な知識・技術の高度化に対応し、課題解決能力を育成する産業 ●企業・大学等と連携した産業教育の充実
教育を社会と連携しながら推進します。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

職業学科を設置する道立高等学校において、企業や産業界、大学等と連携し、世界を視野に地域の課題
36.0％ 100％解決に主体的に取り組むなど、グローバル人材の育成に取り組む学校の割合

職業学科を設置する道立高等学校において、生徒が学んだ専門的な知識や技術も踏まえて進路を選択し
60.0％ 100％た者の割合

●教育の情報化の推進
●情報活用能力の育成
●ＩＣＴを活用した「分かる授業づくり」の実施
●ＩＣＴを活用した遠隔授業、遠隔研修等の推進
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道徳教育、ふるさと教育、読書活動などを通じて、基本的な倫理観や規範意識を⾝に付けさせるとともに、ふ
るさとへの誇りと愛着、思いやりの⼼や美しいものに感動する⼼など、豊かな⼼を育みます。さらに、体験活動
やコミュニケーション能⼒の育成を通じて、⾃然の⼤切さ、⾃分の価値を認識しつつ他者と協働することの重要
性などへの理解を深めます。

施策項目８ 道徳教育の充実

施策の方向性 施策の展開

規範意識や相互に個性や立場を尊重する態度、生命を大切にする心 ●道徳教育の充実に向けた教員研修の推進
や思いやりの心など豊かな心を育むため、道徳教育の充実を図るとと ●道徳教育を推進するための教材等の活用や開発
もに、発達の段階に応じて人権に関する正しい知識を深め、自他を尊 ●人権教育の充実
重する態度を育成する人権教育の取組を進めます。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H28)道徳科の指導方針、内容との関連を踏まえた各教科等における指導の内容及び時期等を示した道徳教育
小 80.8％の全体計画「別葉」を作成した学校の割合
中 78.6％

100％

(H29)
小 91.6％
中 94.5％

100％

(H29)全国学力・学習状況調査において、「自分には、よいところがあると思う」という質問に対して、「当て
小 75.0％はまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合
中 69.9％

100％

(H28)学校や各学年の目標、教科等との関連などを示した全体計画を作成し、人権教育に取り組んでいる学校
小 95.6％の割合
中 94.1％

100％

施策項目９ ふるさと教育の充実

施策の方向性 施策の展開

本道の地域課題等を含め、ふるさとに対する興味・関心をもち、地域社会 ●身近な地域の自然環境や歴史､伝統､文化､産業等の理解の促進
の一員としてまちづくりにかかわる人材を育てる施策や、アイヌの人たちの ●アイヌの人たちの歴史･文化等に関する教育の充実
歴史・文化、北方領土に関する指導など、ふるさと教育の充実を図ります。 ●北方領土に関する教育の充実

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)
小 60.7％
中 57.5％

100％

(H28)アイヌの人たちの歴史・文化等に関する学習において、施設や人材を活用した体験を通した学習を行っ
小 33.8％ている学校の割合
中 19.8％

100％

(H28)
北方領土に関する学習において、施設や人材を活用した体験を通した学習を行っている学校の割合 小 15.1％

100％中 13.7％

全国学力・学習状況調査において、「学校のきまり（規則）を守っている」という質問に対して、「当て
はまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

全国学力・学習状況調査において、「地域や社会で起こっている問題に関心があるか」という質問に対
して、「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合
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施策項目１０ 読書活動の推進

施策の方向性 施策の展開

学校･家庭･地域における読書活動を推進し､子どもの読書習慣の確立に努め ●学校・家庭・地域における読書活動の推進
るとともに、市町村立図書館や学校図書館における読書環境の充実を図ります｡ ●読書環境の整備・充実

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)
小 60.9％ 小 70％
中 53.3％ 中 70％

（「施策項目１７」に再掲）

(H28)
小 35.2％ 小 70％

学校図書館図書標準を達成している学校の割合（小・中学校） 中 38.0％ 中 60％
（「施策項目２３」に再掲） 特小 13.9％ 特小 15％

特中 2.8％ 特中 5％

(H28)

学校司書を配置している学校の割合
小 14.2％ 小 60％
中 14.9％ 中 60％
高 5.6％ 高 70％

(H29)
小 83.7％ 小 100％
中 73.5％ 中 100％

公立図書館や様々な人材と連携した取組を行っている学校の割合 高 28.9％ 高 60％
特小 16.7％ 特小 40％
特中 16.7％ 特中 40％
特高 12.0％ 特高 40％

施策項目１１ 体験活動の推進

施策の方向性 施策の展開

豊かな人間性を育み、社会の一員としての自覚を深めさせるため、 ●学校における多様な体験活動の推進
幼少期から、学校や家庭、地域における多様な体験活動や地域の特色 ●地域の特色を生かした体験活動の推進
を生かした体験活動を意図的・計画的に創出します。

指 標 基準値 目標値(H34)

（H24～H28の平均） （毎年度）道立青少年体験活動支援施設の利用者数
233,039人 233,039人以上

道立青少年体験活動支援施設が実施する主催事業における未就学児（親子を含む）を対象と (H28) （毎年度）
した事業の割合 17.4％ 20％以上

施策項目１２ コミュニケーション能力の育成

施策の方向性 施策の展開

児童生徒が自分の考えをもち、表現しながら考えを形成・深化させたり、
よりよい人間関係を形成したりすることができるよう、各教科、道徳、外国
語活動、総合的な学習の時間及び特別活動等における言語活動の充実を図る
とともに、コミュニケーション能力を高める学習活動の充実に向けた取組を
促進します。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

全国学力・学習状況調査において、「学級の友達と（生徒）の間で話し合う活動を通じて、自分の考え
小 66.4％を深めたり、広げたりすることができていると思いますか」という質問に対して、「そう思う」「どちら
中 63.7％

100％
かといえば、そう思う」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

全国学力・学習状況調査において、「授業では、学級の友達と（生徒）の間で話し合う活動をよく行っ
小 83.3％ていたと思いますか」という質問に対して、「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」と回答し
中 78.9％

100％
た小学校６年生、中学校３年生の割合

全国学力・学習状況調査において、「言語活動について、国語科だけではなく、各教科、道徳、（外国語
小 42.7％活動、）総合的な学習の時間及び特別活動を通じて、学校全体として取り組んでいますか」という質問
中 41.1％

100％
に対して、「よくしている」と回答した学校の割合

全国学力・学習状況調査において、「家や図書館で、普段（月～金曜日）、１日どれくらいの時間、
読書をしますか」という質問に対して、「10分以上」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

●言語活動の充実
●コミュニケーション能力を高める学習活動の充実
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施策項目１３ いじめの防止や不登校児童生徒への支援の取組の充実

施策の方向性 施策の展開

国の法令や指針、北海道いじめの防止等に関する条例等を踏まえ、 ●いじめへの取組の充実
いじめや不登校等の未然防止、早期発見・早期対応に向け、教育相談 ●不登校への取組の充実
体制の充実や児童生徒の人間関係を築く力の育成、関係機関と連携し ●教職員の資質・能力の向上と学校体制の充実
た支援体制の整備・充実に取り組むとともに、ネット上のいじめなど
インターネット上のトラブルから児童生徒を守る取組を推進します。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)全国学力・学習状況調査において、「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思
小 83.2％

すべての児童生徒が
う」という設問について、「当てはまる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合

中 73.5％
「当てはまる」と回
答することをめざす

(H28)

文部科学省調査の「いじめの認知件数」のうち、「解消しているもの」の割合
小 97.8％ 認知したすべてのい
中 96.9％ じめが解消されるこ
高 98.7％ とをめざす

(H28)

定期的にネットパトロールを行っている学校の割合
小 95.8％
中 95.0％ 100%
高 100 ％

(H28)
文部科学省調査の「不登校児童生徒」のうち、「学校内外の機関等」において相談・指導等 小 80.0％
を受けた児童生徒の割合 中 81.6％ 100%

高 50.1％

⽣涯にわたって健康を保持増進し、豊かなスポーツライフを実現するため、体⼒・運動能⼒の向上や、健康教
育の充実に取り組みます。また、⾷に関する正しい知識と望ましい⾷習慣を⾝に付ける⾷育を推進します。

施策項目１４ 体力・運動能力の向上

施策の方向性 施策の展開

体力・運動能力の向上を目指し、学校における体育・保健授業の改 ●学校における体力向上の取組の推進
善及び体力向上の取組を一層推進するとともに、学校、家庭、地域が ●学校、家庭、地域が一体となった児童生徒の運動機会の充実
一体となった児童生徒の運動機会の充実に向けた取組を支援します。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

小男子 49.3
小女子 48.6

50.0以上
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」において、体力合計点の全国平均値を50.0とした場合
の北海道の小学校５年生、中学校２年生の値 中男子 48.6

中女子 46.6

小男子 93.3％
小女子 88.5％

100％
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」において、体育の授業以外で１週間に運動・スポーツ
の総運動時間が60分以上と回答した小学校５年生、中学校２年生の割合 中男子 90.9％

中女子 77.0％

施策項目１５ 食育の推進

施策の方向性 施策の展開

望ましい食習慣の定着を図るため、学校における栄養教諭が中心と ●学校、家庭、地域が連携・協働した食育の推進
なった食育推進体制の整備を通じて、学校、家庭、地域が連携した食 ●安全・安心な学校給食の充実
育の取組を支援するとともに、安全で安心な学校給食を提供するため、
地場産物を活用した学校給食の充実と衛生管理の徹底を図ります。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)全国学力・学習状況調査において、「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、「食べてい
小 84.4％る」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合
中 81.4％

100％
（「施策項目１７」に再掲）

(H28)学校給食における地場産物の活用状況（学校給食に使用した道産食材の割合（食品数ベース））
41.9％ 50％
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施策項目１６ 健康教育の充実

施策の方向性 施策の展開

生涯にわたって健康な生活を送ることができるようにするため、心身の健 ●生涯にわたって健康な生活を送るための適切な
康に関する知識や技能、適切な意思決定や行動選択などの資質や能力の育成 意思決定や行動選択などの資質・能力の育成

を図るとともに、学校、家庭、地域が連携・協働して、子どもたちの健康に ●学校、家庭、地域が連携・協働した体制の充実
関する実態を適切に把握し、課題の解決を図る体制の整備を推進します。

指 標 基準値 目標値(H34)

フッ化物洗口を実施している小学校の割合
(H28)
64.7％ 100％

(H29)

学校保健委員会を、年間に複数回開催している小・中学校、高等学校の割合
小 21.1％
中 27.6％ 100％
高 42.9％

基本的な⽣活習慣や豊かな情操など、すべての教育の出発点である家庭教育を⽀援するとともに、⼈格形成の
基礎を培う重要な時期に⾏われる幼児教育の充実に取り組みます。また、地域と⼀体となって⼦どもたちを育む
ため、地域と学校の連携・協働を推進するとともに、⽣まれ育った環境等によって左右されることなく、健やか
に育てるための教育環境づくりを進めます。

施策項目１７ 家庭教育支援の充実

施策の方向性 施策の展開

望ましい生活習慣の定着に向けた取組を促進するとともに、市町村 ●家庭教育に関する学習機会の充実
や関係団体、企業等との連携・協働による地域における家庭教育支援 ●家庭教育支援のための環境づくり
活動を支援し、家庭の教育力の向上を図ります。

指 標 基準値 目標値(H34)

全国学力・学習状況調査において、「普段（月～金曜日）、１日当たりどれくらいの時間、テレビ
(H29)

（毎年度）
ゲーム（コンピュータゲーム、携帯式のゲーム、携帯電話やスマートフォンを使ったゲームも含

小 38.0％
全国平均を下回

む）をしますか」という質問に対して、「２時間以上」と回答した小学校６年生、中学校３年生の
中 43.1％

るとともに、前
割合 年度も下回る

全国学力・学習状況調査において、「毎日、同じくらいの時刻に寝ていますか」という質問に対し (H29)
て、「寝ている」又は「どちらかといえば、寝ている」と回答した小学校６年生、中学校３年生の 小 79.7％

100％割合 中 74.9％

「北海道家庭教育サポート企業等制度」に登録している企業数
(H28)
2,262社 3,000社

全国学力・学習状況調査において、「家や図書館で、普段（月～金曜日）、１日どれくらいの時間、読 (H29)
書をしますか」という質問に対して、「10分以上」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合 小 60.9％

70％以上（再掲） 中 53.3％
（本掲は「施策項目１０」）

(H29)全国学力・学習状況調査において、「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、「食べて
小 84.4％いる」と回答した小学校６年生、中学校３年生の割合（再掲）
中 81.4％

100％
（本掲は「施策項目１５」）

施策項目１８ 幼児教育の充実

施策の方向性 施策の展開

幼稚園が地域における幼児期の教育センターとしての役割を果たし ●幼児教育の充実
ていくため、子育て支援活動の推進を図るとともに、幼児期における ●幼稚園、認定こども園、保育所と小学校との連携の促進
教育の質の向上が図られるよう、幼稚園、認定こども園、保育所と小 ●子育て支援活動の推進
学校との連携を促進します。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

域内の幼稚園、認定こども園及び保育所、並びに小学校間の意見交換や合同の研修会の機会を設けてい
66.3％ 100％る市町村の割合

域内の幼稚園、認定こども園及び保育所の意見を踏まえて小学校入学後のスタートカリキュラムを編成
している小学校の割合（再掲）

56.4％ 100％
（本掲は「施策項目２１」）

多くの親が集まる機会を活用した子育て講座を実施している市町村の割合 98.9％ 100％
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施策項目１９ 学校と地域の連携・協働の推進

施策の方向性 施策の展開
学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支えるため、コミュ ●地域の教育力を活かした学校づくりの推進

ニティ･スクールを導入し、地域の教育力を活かした学校づくりととも ●地域の特色を活かした子どもの活動拠点づくりの推進
に、地域の特色を活かした子どもの活動拠点づくりの推進を図ります。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

全国学力・学習状況調査において、「学校支援地域本部などの学校支援ボランティアの仕組みにより、
小 82.9％保護者や地域の人が学校における教育活動や様々な活動に参加してくれますか」という質問に対し
中 71.3％

100％
て、「よく参加してくれる」「参加してくれる」と回答した学校の割合

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入・推進状況等の調査において、コミュニテ
全校種 9.8％ 80％以上ィ・スクールが導入されている公立学校の割合

施策項目２０ 学びのセーフティネットの構築

施策の方向性 施策の展開
子どもの将来がその生まれ育った環境等によって左右されることなく、 ●就学に係る経済的支援の推進

健やかに育成されるよう、就学に係る経済的支援の推進や相談機能の充実、 ●相談機能と支援体制の充実
多様な学習機会の提供や子どもの居場所づくりなど、教育環境の向上のた ●多様な学習機会の提供や子どもの居場所づくり
めの取組の充実を図ります。 ●各種の支援制度や相談窓口等の積極的な情報提供

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

生活状況に関するアンケート調査中、年収300万円未満の各階層において、就 年収100～200万円未満 33.2％
10％未満学援助制度などの制度やサービスを全く知らなかったとする保護者の回答率 年収200～300万円未満 30.2％

変化の激しい社会において、⼦どもたちを取り巻く状況の変化や、新たな教育課題に対応するため、教員の資
質・能⼒の向上、学校の施設設備の充実のほか、学校段階間の連携や学校運営の改善を進めます。また、⼦ども
たちの安⼼・安全を確保するため、教職員が⼦どもたちと向き合う時間の確保や、学校施設の安全確保とともに、
⾃らの安全を守るための能⼒を⾝に付けさせる安全教育を充実します。

施策項目２１ 学校段階間の連携・接続の推進

施策の方向性 施策の展開
児童生徒の発達段階に応じた系統的な教育活動の充実を図るため、 ●幼稚園、認定こども園、保育所と小学校との連携

学校段階間の接続を意識した教育課程の編成・実施や指導方法の工夫 ●小学校と中学校との連携
・改善を図るとともに、各学校間の連携を促進します。 ●中学校と高等学校との連携

指 標 基準値 目標値(H34)

域内の幼稚園、認定こども園及び保育所の意見を踏まえて小学校入学後のスタートカリキュラムを編成 (H28)
している小学校の割合 56.4％ 100％（「施策項目１８」に再掲）

全国学力・学習状況調査において、「近隣等の中学校（小学校）と、教育目標を共有する取組を行いま
(H29)

したか」という質問に対して、「よく行った」と回答した学校の割合
小 12.9％

100％中 18.4％

全国学力・学習状況調査において、「近隣等の中学校（小学校）と、教科の教育課程の接続や、教科に (H29)
関する共通の目標設定など、教育課程に関する共通の取組を行いましたか」という質問に対して、「よ 小 11.9％

100％く行った」と回答した学校の割合 中 17.5％

近隣の中学校と互いの教育活動について共通理解を図る場を設けている高等学校の割合
(H29)
89.2％ 100％

施策項目２２ 本道の地域特性等を踏まえた特色ある高校づくり

施策の方向性 施策の展開
全ての生徒が自立して社会で生きるとともに、個人として豊かな人生を送 ●地域の特性を生かした教育活動の推進

ることができるよう、地域の実情、生徒の実態等を踏まえ、地域の自然環境 ●活力と魅力のある高校づくりの推進
や人材などの教育資源を活用した地域とつながる高校づくりや、多様なタイ
プの高校の配置を進めるなど活力と魅力のある高校づくりを推進します。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

総合的な学習の時間における地域の教材や学習環境の活用の割合（全日制） 89.6％ 100％

総合学科又は、単位制の高等学校を設置している通学区域の割合 94.7％ 100％
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施策項目２３ 学校施設・設備の充実

施策の方向性 施策の展開

安全・安心な学習・生活環境を確保するとともに、時代の変化や多 ●道立学校の施設設備の整備充実
様化する教育内容・方法に対応するため、学校施設・設備の整備を進 ●幼稚園、小・中学校の施設設備の整備充実
めます。 ●環境・健康等に配慮した施設の整備

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)公立学校施設の耐震改修状況調査において、「全棟数」に占める「耐震性がある棟数」の割合
94.4％ 100％

(H28)教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数（再掲）
5.2人 3.6人（本掲は「施策項目５」）

(H28)
小 35.2％ 小 70％

学校図書館図書標準を達成している学校の割合（再掲） 中 38.0％ 中 60％
（本掲は「施策項目１０」） 特小 13.9％ 特小 15％

特中 2.8％ 特中 5％

施策項目２４ 教員の養成・採用・研修の一体的な改革の推進

施策の方向性 施策の展開

教員の資質・能力の向上に向けて、教員養成大学をはじめとする関 ●教員の養成・採用・研修の一体的改革
係機関と連携して教員の養成・採用・研修の一体的な改革を進めると ●教員の採用・配置
ともに、広域分散型の本道において求められる人事配置や研修の充実 ●教員の研修の充実
に取り組みます。

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

小 81.3％教員が道教委の研修に参加し、その成果を教育活動に積極的に反映している学校の割合
中 73.9％

100％

道内の教員養成大学における教員養成カリキュラムが、道教委が策定する「教員育成指標」を踏まえた
48.6％ 100％ものとなっている割合

施策項目２５ 学校運営の改善

施策の方向性 施策の展開

学校の組織運営体制の改善・充実が図られるよう、管理職の資質・ ●子どもと向き合う時間の確保
能力の向上や学校組織の活性化に取り組み、教職員の子どもたちと向 ●学校マネジメント機能の強化
き合う時間の確保に向けた業務改善を進めるとともに、服務規律、法 ●健康管理の充実
令遵守の徹底や健康管理に努めます。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H28)
小 24.2％

一週間当たりの勤務時間が60時間を超える教員の割合 中 44.6％
０％高 32.8％

特 5.9％

(H29)
部活動休養日を完全に実施している部活動の割合 中 97.0％

100％高 96.3％
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施策項目２６ 学校安全教育の充実

施策の方向性 施策の展開

児童生徒が犯罪や交通事故、自然災害等から身を守ることができる ●生活安全に関する教育の充実
よう、必要な知識を身に付けるなど危機対応能力を育成するとともに、 ●交通安全に関する教育の充実
学校・家庭・地域社会が連携した取組を通じて、学校の安全確保対策 ●災害安全に関する教育の充実
に取り組みます。

指 標 基準値 目標値(H34)

(H29)

防犯教室及び防犯訓練の両方を実施している学校の割合
小 98.0％
中 95.6％ 100％
高 98.8％

(H28)
通学路の安全マップを、学級活動等での指導の際に活用した学校の割合 小 92.9％

100％中 90.7％

(H29)
警察などと連携し、児童生徒の体験型交通安全教育を行っている学校や、生徒が自ら積極的に学 小 100 ％
ぶ活動を行っている学校の割合 中 96.7％ 100％

高 89.1％

(H28)
交通安全の確保に係る推進体制の構築及び通学路交通安全プログラムを策定している市町村の割合 体制構築 70.8％

100％プログラム策定 52.8％

(H29)
地震に加え、地域の実態を踏まえた風水害等の自然災害に応じた、避難（防災）訓練を実施して 小 46.9％
る学校の割合 中 41.8％ 100％

高 28.7％

地域の実態に即した学習環境づくりや学習成果を活⽤する仕組みづくりなど、⽣涯学習社会の構築に向けた社
会教育の充実に取り組みます。また、⽣涯を通じた芸術⽂化の活動を推進するとともに、道⺠の共有財産である
⽂化財の保存・活⽤に取り組みます。

施策項目２７ 生涯学習の振興

施策の方向性 施策の展開

生涯学習に対する意識の向上を図るとともに、道民一人一人の生涯 ●生涯にわたる学習活動の促進
にわたる学習活動を促進し、地域の実態に即した学習環境づくりに取 ●地域の実態に即した学習環境づくり
り組みます。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

生涯学習に関する道民の意識調査において、「自分のいる地域で、自ら学習に取り組もうとする人が多
32.0％ 50％いと感じている」と回答した割合

生涯学習に関する道民の意識調査において、「生涯学習」を行った人のうち、「身につけた知識、技術や
58.6％ 72.5％経験をまちづくりやボランティア、子どもたちを育むための活動などに生かしている」と回答した割合

道民カレッジの主催講座・連携講座の受講者数 101,009人 132,000人

施策項目２８ 社会教育の振興

施策の方向性 施策の展開

社会教育主事をはじめとした社会教育の指導者の人材育成や、学習の ●地域における組織的な教育活動を促進するための人材育成
拠点となる社会教育施設等の機能充実に取り組むとともに、地域課題の ●社会教育施設等の機能充実
解決に向けた活動に、より多くの住民が参画できる環境を整えます。 ●社会教育計画等の策定支援

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

生涯学習に関する住民の意識調査において、各地域活動について「参加したことがあり、今後も参加し
78.0％ 85％たい」又は「参加したことがないが、今後は参加してみたい」と回答した住民の割合

社会教育の推進に向けた構想・計画（中期計画・単年度計画等）を策定している市町村の割合 84.9％ 100％
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施策項目２９ 芸術文化活動の推進

施策の方向性 施策の展開

市町村や関係団体と連携を図りながら、青少年等の芸術文化活動へ ●芸術文化に接する機会の充実
の参加機会や、より多くの道民が芸術鑑賞等の文化に触れる機会を提 ●美術館等を核とする地域文化の振興や魅力発信
供するなど、生涯を通じた芸術文化活動の推進に取り組みます。

指 標 基準値(H28) 目標値(H34)

１年間の道立美術館等の展覧会や教育普及事業などの利用者数 710,385人 800,000人

施策項目３０ 文化財の保存及び活用の推進

施策の方向性 施策の展開

・ 未指定文化財の調査や文化財の指定・登録等を推進するとともに、 ●文化財の調査・保存・活用の推進
指定文化財の適切な維持管理等に努めます。また、文化財に関する ●アイヌ民俗文化財の調査・保存・伝承活動の推進
情報の発信や文化財に親しむ機会の提供等により、文化財の活用に ●世界遺産の登録と保存活用の推進
取り組みます。 ●文化財に関する情報の発信と文化財に親しむ機会の提供

・ アイヌ民俗文化財の保存・伝承の取組について着実に推進します。 ●日本遺産の認定と活用支援

指 標 基準値(H29) 目標値(H34)

国及び北海道が指定する文化財の数 331件 341件

北海道文化財保護強調月間（10月８日～11月７日）に、指定文化財が所在する市町村のうち「文化財を
56.6％ 70％活用した事業」を実施している市町村の割合
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